
 

 

 

賃貸住宅管理業者登録規程の一部改正について 

 

 

令 和 元 年 ９ 月 １ ３ 日  

国土交通省土地・建設産業局 

不 動 産 業 課 

 

 

 

成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関す

る法律（令和元年法律第３７号）が令和元年９月１４日から施行されることを踏まえ、「賃貸住宅

管理業者登録規程の一部を改正する告示」（令和元年国土交通省告示第５４５号（令和元年９

月１３日公布））において、賃貸住宅管理業者登録規程（平成２３年国土交通省告示第９９８号）

を改正し、令和元年９月１４日から施行する。 
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賃
貸
住
宅
管
理
業
者
登
録
規
程
（
平
成
二
十
三
年
国
土
交
通
省
告
示
第
九
百
九
十
八
号
）
（
抄
）

（
傍
線
の
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
登
録
の
申
請
）

（
登
録
の
申
請
）

第
四
条

前
条
第
一
項
の
登
録
（
同
条
第
三
項
の
登
録
の
更
新
を
含
む
。
以
下
同
じ

第
四
条

前
条
第
一
項
の
登
録
（
同
条
第
三
項
の
登
録
の
更
新
を
含
む
。
以
下
同
じ

。
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
別
記
様
式
第
一

。
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
別
記
様
式
第
一

号
に
よ
る
登
録
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

号
に
よ
る
登
録
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

一
～
七

（
略
）

一
～
七

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

３

第
一
項
の
登
録
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
（
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
二

３

第
一
項
の
登
録
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
（
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
二

条
第
三
号
に
規
定
す
る
宅
地
建
物
取
引
業
者
が
登
録
を
申
請
す
る
場
合
は
、
第
一

条
第
三
号
に
規
定
す
る
宅
地
建
物
取
引
業
者
が
登
録
を
申
請
す
る
場
合
は
、
第
一

号
、
第
七
号
及
び
第
九
号
に
掲
げ
る
書
面
、
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推

号
、
第
八
号
及
び
第
十
号
に
掲
げ
る
書
面
、
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推

進
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
八
号
に
規
定
す
る
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
者
が
登
録
を

進
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
八
号
に
規
定
す
る
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
者
が
登
録
を

申
請
す
る
場
合
は
、
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
及
び
第
七
号
か
ら
第
九
号
ま
で
に

申
請
す
る
場
合
は
、
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
及
び
第
八
号
か
ら
第
十
号
ま
で
に

掲
げ
る
書
面
）
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
前
条
第
三
項
の
登
録
の
更

掲
げ
る
書
面
）
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
第
四
号
の
書
類
の
う
ち
成

新
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
っ
て
、
直
前
の
事
業
年
度
終
了
後
、
第
九
条
の
規

年
被
後
見
人
に
該
当
し
な
い
旨
の
登
記
事
項
証
明
書
（
後
見
登
記
等
に
関
す
る
法

定
に
よ
る
報
告
を
し
た
者
は
、
第
九
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と

律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
五
十
二
号
）
第
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
登
記
事
項

が
で
き
る
。

証
明
書
を
い
う
。
以
下
「
後
見
等
登
記
事
項
証
明
書
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は

、
そ
の
旨
を
証
明
し
た
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
長
の
証
明

書
を
も
っ
て
代
え
る
こ
と
が
で
き
、
前
条
第
三
項
の
登
録
の
更
新
を
受
け
よ
う
と

す
る
者
で
あ
っ
て
、
直
前
の
事
業
年
度
終
了
後
、
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
を

し
た
者
は
、
第
十
号
に
掲
げ
る
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一
～
三

（
略
）

一
～
三

（
略
）

（
削
除
）

四

登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
役
員
を

い
い
、
営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
有
し
な
い
未
成
年
者
で
あ

る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
法
定
代
理
人
（
法
定
代
理
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に

お
い
て
は
、
そ
の
役
員
）
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
登
録
申
請
者
」
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と
い
う
。
）
が
、
第
六
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
成
年
被
後
見
人
及
び
被

保
佐
人
に
該
当
し
な
い
旨
の
後
見
等
登
記
事
項
証
明
書

四

登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
役
員
を

五

登
録
申
請
者
が
、
民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百

い
い
、
営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
有
し
な
い
未
成
年
者
で
あ

四
十
九
号
）
附
則
第
三
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
第
六
条
第
一
項

る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
法
定
代
理
人
（
法
定
代
理
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に

第
一
号
に
規
定
す
る
成
年
被
後
見
人
及
び
被
保
佐
人
と
み
な
さ
れ
る
者
に
該
当

お
い
て
は
、
そ
の
役
員
）
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
登
録
申
請
者
」

し
な
い
旨
の
市
町
村
の
長
の
証
明
書
並
び
に
同
号
に
規
定
す
る
破
産
者
で
復
権

と
い
う
。
）
が
、
第
六
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
破
産
手
続
開
始
の
決
定

を
得
な
い
も
の
に
該
当
し
な
い
旨
の
市
町
村
の
長
の
証
明
書

を
受
け
て
復
権
を
得
な
い
者
に
該
当
し
な
い
旨
の
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。

）
の
長
の
証
明
書

五
～
九

（
略
）

六
～
十

（
略
）

４

国
土
交
通
大
臣
は
、
登
録
申
請
者
に
対
し
、
第
三
項
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か

（
新
設
）

、
必
要
と
認
め
る
書
類
を
提
出
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
登
録
を
し
な
い
場
合
）

（
登
録
を
し
な
い
場
合
）

第
六
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
三
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
次

第
六
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
三
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
次

の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
、
又
は
登
録
申
請
書
若
し
く
は
そ
の
添
付

の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
、
又
は
登
録
申
請
書
若
し
く
は
そ
の
添
付

書
類
の
う
ち
に
重
要
な
事
項
に
つ
い
て
虚
偽
の
記
載
が
あ
り
、
若
し
く
は
重
要
な

書
類
の
う
ち
に
重
要
な
事
項
に
つ
い
て
虚
偽
の
記
載
が
あ
り
、
若
し
く
は
重
要
な

事
実
の
記
載
が
欠
け
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
登
録
を
し
な
い
こ
と
と
す
る
。

事
実
の
記
載
が
欠
け
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
登
録
を
し
な
い
こ
と
と
す
る
。

一

破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
て
復
権
を
得
な
い
者

一

成
年
被
後
見
人
若
し
く
は
被
保
佐
人
又
は
破
産
者
で
復
権
を
得
な
い
も
の

二
～
五

（
略
）

二
～
五

（
略
）

六

精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
賃
貸
住
宅
管
理
業
を
適
正
に
営
む
に
当
た
っ
て

（
新
設
）

必
要
な
認
知
、
判
断
及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者

七
～
十

（
略
）

六
～
九

（
略
）

十
一

法
人
で
そ
の
役
員
の
う
ち
に
第
一
号
か
ら
第
九
号
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該

十

法
人
で
そ
の
役
員
の
う
ち
に
第
一
号
か
ら
第
八
号
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当

当
す
る
者
の
あ
る
も
の

す
る
者
の
あ
る
も
の

十
二
・
十
三

（
略
）

十
一
・
十
二

（
略
）

２

（
略
）

２

（
略
）

（

）

（

）

別
記

様
式

第
一

号
第

四
条

関
係

別
記

様
式

第
一

号
第

四
条
関

係
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（

）

（

）

略
略

備
考

備
考

１
各

共
有

事
項

１
各

共
通

事
項

（

）

（

）

略
略

⑥
生

年
月

日
の

欄
は

最
初

の
□

に
は

下
表

よ
り

該
当

す
る

元
号

の
コ

⑥
生

年
月

日
の

欄
は

最
初
の

□
に

は
下

表
よ

り
該

当
す

る
元

号
の

コ

「

」

「

」

、
ー

、
ー

ド
を

記
入

す
る

と
と

も
に

□
に

数
字

を
記

入
す

る
に

当
た

っ
て

は
空

位
の

□
ド

を
記

入
す

る
と
と

も
に

□
に

数
字

を
記

入
す

る
に

当
た

っ
て

は
空

位
の

□
、

、
、

、

に
０

を
記

入
す

る
こ

と
に

０
を

記
入

す
る

こ
と

「
」

。
「

」
。

記
入

例
Ｓ

６
０

年
０

１
月

０
１

日
Ｍ

明
治

Ｓ
昭

和
記

入
例

Ｓ
６

０
年

０
１

月
０

１
日

Ｍ
明

治
Ｓ

昭
和

（
）

Ｒ
令
和

（
）

昭
和

年
１

月
１

日
の

場
合

Ｔ
大

正
Ｈ

平
成

昭
和

年
１

月
１
日

の
場

合
Ｔ

大
正

Ｈ
平

成
[

6
0

]
[

6
0

]

略
略

（
）

（
）

別
記

様
式

第
四

号
第

十
条

関
係

別
記

様
式

第
四

号
第
十

条
関

係
（

）
（

）

略
略

（
）

（
）

備
考

備
考

１
各

共
通

事
項

１
各

共
通

事
項

①
届

出
者

は
＊

印
の

欄
に

は
記

入
し

な
い

こ
と

①
届

出
者

は
＊

印
の

欄
に
は

記
入

し
な

い
こ

と
、

。
、

。

②
変

更
年

月
日

及
び

生
年

月
日

の
欄

は
最

初
の

□
に

は
下

表
よ

り
②

変
更

年
月

日
及
び

生
年
月

日
の
欄

は
最

初
の

□
に

は
下

表
よ

り
「

」
「

」
、

「
」

「
」

、

該
当

す
る

元
号

の
コ

ド
を

記
入

す
る

と
と

も
に

□
に

数
字

を
記

入
す

る
に

当
該

当
す

る
元

号
の
コ

ド
を

記
入

す
る

と
と

も
に

□
に

数
字

を
記

入
す

る
に

当
ー

、
ー

、

た
っ

て
は

空
位

の
□

に
０

を
記

入
す

る
こ

と
た

っ
て

は
空

位
の

□
に

０
を

記
入

す
る
こ

と
、

「
」

。
、

「
」

。

記
入

例
Ｓ

６
０

年
０

１
月

０
１

日
Ｍ

明
治

Ｓ
昭

和
記

入
例

Ｓ
６

０
年

０
１

月
０

１
日

Ｍ
明

治
Ｓ

昭
和

（
）

Ｒ
令
和

（
）

昭
和

年
１

月
１

日
の

場
合

Ｔ
大

正
Ｈ

平
成

昭
和

年
１

月
１
日

の
場

合
Ｔ

大
正

Ｈ
平

成
[

6
0

]
[

6
0

]
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略
略

（
）

（
）



賃
貸
住
宅
管
理
業
者
登
録
規
程

（
平
成
二
十
三
年
九
月
三
十
日
国
土
交
通
省
告
示
第
九
百
九
十
八
号
）

最
終
改
正

令
和
元
年
九
月
十
三
日

国
土
交
通
省
告
示
第
五
百
四
十
五
号

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
規
程
は
、
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
の
登
録
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
業
務
の
適
正
な
運

営
を
確
保
し
、
賃
貸
住
宅
管
理
業
の
健
全
な
発
達
を
図
り
、
も
っ
て
賃
貸
住
宅
の
賃
借
人
等
の
利
益
の
保
護
に
資
す
る
こ
と

を
目
的
と
す
る
。

（
定
義
）

第
二
条

こ
の
規
程
に
お
い
て
「
管
理
事
務
」
と
は
、
賃
貸
住
宅
の
賃
貸
人
か
ら
委
託
を
受
け
て
行
う
当
該
賃
貸
住
宅
の
管
理

に
関
す
る
事
務
又
は
賃
貸
住
宅
を
転
貸
す
る
者
が
行
う
当
該
賃
貸
住
宅
の
管
理
に
関
す
る
事
務
（
賃
貸
人
と
し
て
行
う
事
務

を
含
む
。
）
で
あ
っ
て
、
基
幹
事
務
の
う
ち
少
な
く
と
も
一
の
事
務
を
含
む
も
の
を
い
う
。

２

こ
の
規
程
に
お
い
て
「
基
幹
事
務
」
と
は
、
家
賃
、
敷
金
等
の
受
領
に
係
る
事
務
、
賃
貸
借
契
約
の
更
新
に
係
る
事
務
又

は
賃
貸
借
契
約
の
終
了
に
係
る
事
務
を
い
う
。



３

こ
の
規
程
に
お
い
て
「
賃
貸
住
宅
管
理
業
」
と
は
、
管
理
事
務
を
業
と
し
て
行
う
も
の
を
い
う
。

４

こ
の
規
程
に
お
い
て
「
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
」
と
は
、
次
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け
て
賃
貸
住
宅
管
理
業
を
営
む
者
を
い

う
。

（
登
録
）

第
三
条

賃
貸
住
宅
管
理
業
を
営
も
う
と
す
る
者
は
、
こ
の
規
程
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
国
土
交
通
省
に
備
え
る
賃
貸
住

宅
管
理
業
者
登
録
簿
に
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
登
録
の
有
効
期
間
は
、
五
年
と
す
る
。

３

前
項
の
有
効
期
間
の
満
了
後
引
き
続
き
賃
貸
住
宅
管
理
業
を
営
も
う
と
す
る
者
は
、
更
新
の
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

る
。

４

前
項
の
更
新
の
登
録
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
第
二
項
の
有
効
期
間
の
満
了
の
日
ま
で
に
そ
の
申
請
に
対
す
る

登
録
の
実
施
又
は
登
録
を
し
な
い
こ
と
の
決
定
が
さ
れ
な
い
と
き
は
、
従
前
の
登
録
は
、
同
項
の
有
効
期
間
の
満
了
後
も
そ

の
登
録
の
実
施
又
は
登
録
を
し
な
い
こ
と
の
決
定
が
な
さ
れ
る
ま
で
の
間
は
、
な
お
効
力
を
有
す
る
。

５

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
更
新
の
登
録
が
な
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
登
録
の
有
効
期
間
は
、
従
前
の
登
録
の
有
効
期
間
の



満
了
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
す
る
も
の
と
す
る
。

（
登
録
の
申
請
）

第
四
条

前
条
第
一
項
の
登
録
（
同
条
第
三
項
の
登
録
の
更
新
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
別
記
様
式
第
一
号
に
よ
る
登
録
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

一

商
号
又
は
名
称

二

法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
役
員
及
び
使
用
人
の
氏
名

三

個
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
者
及
び
使
用
人
の
氏
名

四

事
務
所
の
名
称
及
び
所
在
地

五

前
号
の
事
務
所
ご
と
に
置
か
れ
る
第
七
条
に
規
定
す
る
者
の
氏
名

六

他
に
事
業
を
行
っ
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
事
業
の
種
類

七

次
に
掲
げ
る
免
許
又
は
登
録
を
受
け
て
い
る
場
合
は
、
当
該
免
許
又
は
登
録
の
番
号

イ

宅
地
建
物
取
引
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
七
十
六
号
）
第
三
条
第
一
項
の
免
許

ロ

マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
百
四
十
九
号
）
第
四
十
四
条
第
一
項



の
登
録

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
の
更
新
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
登
録
の
有
効
期
間
満
了
の
日
の
九
十
日
前
か
ら
三
十
日
前

ま
で
の
間
に
登
録
申
請
書
を
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

３

第
一
項
の
登
録
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
（
宅
地
建
物
取
引
業
法
第
二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
宅
地
建
物
取
引
業

者
が
登
録
を
申
請
す
る
場
合
は
、
第
一
号
、
第
七
号
及
び
第
九
号
に
掲
げ
る
書
面
、
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推
進

に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
八
号
に
規
定
す
る
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
者
が
登
録
を
申
請
す
る
場
合
は
、
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま

で
及
び
第
七
号
か
ら
第
九
号
ま
で
に
掲
げ
る
書
面
）
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
前
条
第
三
項
の
登
録
の
更
新
を

受
け
よ
う
と
す
る
者
で
あ
っ
て
、
直
前
の
事
業
年
度
終
了
後
、
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
し
た
者
は
、
第
九
号
に
掲
げ

る
書
類
の
添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

第
六
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

二

法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
役
員
に
係
る
運
転
免
許
証
、
旅
券
そ
の
他
の
本
人
確
認
に
利
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
書
類
の
写
し

三

個
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
者
に
係
る
運
転
免
許
証
、
旅
券
そ
の
他
の
本
人
確
認
に
利
用
す
る
こ
と
が
で
き



る
書
類
の
写
し

四

登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
役
員
を
い
い
、
営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行

為
能
力
を
有
し
な
い
未
成
年
者
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
法
定
代
理
人
（
法
定
代
理
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い

て
は
、
そ
の
役
員
）
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
登
録
申
請
者
」
と
い
う
。
）
が
、
第
六
条
第
一
項
第
一
号
に
規

定
す
る
破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
て
復
権
を
得
な
い
者
に
該
当
し
な
い
旨
の
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
）
の
長
の

証
明
書

五

法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
登
記
事
項
証
明
書

六

個
人
で
あ
る
場
合
（
営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
有
し
な
い
未
成
年
者
で
あ
っ
て
、
そ
の
法
定
代
理
人

が
法
人
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
に
お
い
て
は
、
そ
の
法
定
代
理
人
の
登
記
事
項
証
明
書

七

事
務
所
に
つ
い
て
第
七
条
に
規
定
す
る
要
件
を
備
え
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書
面

八

事
務
所
を
使
用
す
る
権
原
に
関
す
る
書
面

九

直
前
の
事
業
年
度
の
業
務
及
び
財
産
の
状
況
に
関
す
る
書
面

４

国
土
交
通
大
臣
は
、
登
録
申
請
者
に
対
し
、
第
三
項
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
必
要
と
認
め
る
書
類
を
提
出
さ
せ
る
こ



と
が
で
き
る
。

（
登
録
の
実
施
）

第
五
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
条
の
登
録
の
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
次
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
し
な
い
場
合
を

除
く
ほ
か
、
遅
滞
な
く
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
登
録
簿
に
記
載
し
て
、
そ
の
登
録
を
す
る
も
の
と
す
る
。

一

前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項

二

登
録
年
月
日
及
び
登
録
番
号

２

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
を
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
申
請
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す

る
。

（
登
録
を
し
な
い
場
合
）

第
六
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
三
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
、

又
は
登
録
申
請
書
若
し
く
は
そ
の
添
付
書
類
の
う
ち
に
重
要
な
事
項
に
つ
い
て
虚
偽
の
記
載
が
あ
り
、
若
し
く
は
重
要
な
事

実
の
記
載
が
欠
け
て
い
る
と
き
は
、
そ
の
登
録
を
し
な
い
こ
と
と
す
る
。

一

破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
て
復
権
を
得
な
い
者



二

第
十
三
条
第
四
号
又
は
第
六
号
か
ら
第
八
号
ま
で
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
抹
消
さ
れ
、
そ
の
抹
消
の
日
か
ら
二
年
を
経

過
し
な
い
者

三

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
で
法
人
で
あ
る
も
の
が
第
十
三
条
第
四
号
又
は
第
六
号
か
ら
第
八
号
ま
で
の
規
定
に
よ
り
登
録
を

抹
消
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
抹
消
の
日
前
六
十
日
以
内
に
そ
の
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
の
役
員
で
あ
っ
た
者
で
そ
の

抹
消
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
も
の

四

登
録
の
申
請
前
二
年
以
内
に
賃
貸
住
宅
管
理
業
に
関
し
不
正
又
は
著
し
く
不
当
な
行
為
を
し
た
者

五

賃
貸
住
宅
管
理
業
に
関
し
不
正
又
は
不
誠
実
な
行
為
を
す
る
お
そ
れ
が
明
ら
か
な
者

六

精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
賃
貸
住
宅
管
理
業
を
適
正
に
営
む
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断
及
び
意
思
疎
通
を
適

切
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者

七

禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
日
か
ら
二
年
を
経
過

し
な
い
者

八

宅
地
建
物
取
引
業
法
、
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推
進
に
関
す
る
法
律
若
し
く
は
暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行

為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律
第
七
十
七
号
）
の
規
定
（
同
法
第
三
十
二
条
の
二
第
七
項
の
規
定
を
除
く
。



）
に
違
反
し
た
こ
と
に
よ
り
、
又
は
刑
法
（
明
治
四
十
年
法
律
第
四
十
五
号
）
第
二
百
四
条
、
第
二
百
六
条
、
第
二
百
八

条
、
第
二
百
八
条
の
二
、
第
二
百
二
十
二
条
若
し
く
は
第
二
百
四
十
七
条
の
罪
若
し
く
は
暴
力
行
為
等
処
罰
に
関
す
る
法

律
（
大
正
十
五
年
法
律
第
六
十
号
）
の
罪
を
犯
し
た
こ
と
に
よ
り
、
罰
金
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
刑
の
執
行
を
終
わ
り

、
又
は
刑
の
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
っ
た
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
者

九

暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
六
号
に
規
定
す
る
暴
力
団
員
又
は
暴
力
団
員
で
な

く
な
っ
た
日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
者
（
以
下
「
暴
力
団
員
等
」
と
い
う
。
）

十

営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
有
し
な
い
未
成
年
者
で
そ
の
法
定
代
理
人
（
法
定
代
理
人
が
法
人
で
あ
る

場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
役
員
を
含
む
。
）
が
前
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の

十
一

法
人
で
そ
の
役
員
の
う
ち
に
第
一
号
か
ら
第
九
号
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
の
あ
る
も
の

十
二

暴
力
団
員
等
が
そ
の
事
業
活
動
を
支
配
す
る
者

十
三

事
務
所
に
つ
い
て
第
七
条
に
規
定
す
る
要
件
を
欠
く
者

２

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
し
な
い
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
理
由
を
示
し
て
、
そ
の
旨
を
申
請

者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。



（
実
務
経
験
者
等
の
設
置
）

第
七
条

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
は
、
事
務
所
ご
と
に
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
を
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

管
理
事
務
に
関
し
六
年
以
上
の
実
務
の
経
験
を
有
す
る
者

二

前
号
に
掲
げ
る
者
と
同
程
度
の
実
務
の
経
験
を
有
す
る
と
国
土
交
通
大
臣
が
認
定
し
た
者

（
標
識
の
掲
示
）

第
八
条

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
は
、
事
務
所
ご
と
に
、
公
衆
の
見
や
す
い
場
所
に
、
別
記
様
式
第
二
号
に
よ
る
標
識
を
掲
げ
る

も
の
と
す
る
。

２

第
三
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け
て
い
な
い
者
は
、
前
項
の
標
識
又
は
こ
れ
に
類
す
る
標
識
を
掲
げ
て
は
な
ら
な
い
。

（
業
務
及
び
財
産
の
分
別
管
理
等
の
状
況
の
報
告
）

第
九
条

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
は
、
毎
事
業
年
度
の
終
了
後
三
月
以
内
に
、
そ
の
業
務
及
び
財
産
の
分
別
管
理
等
の
状
況
を
別

記
様
式
第
三
号
に
よ
り
、
国
土
交
通
大
臣
に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。

（
変
更
の
届
出
）

第
十
条

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
は
、
第
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
日
か
ら
三
十
日
以



内
に
、
別
記
様
式
第
四
号
に
よ
り
、
そ
の
旨
を
国
土
交
通
大
臣
に
届
け
出
る
も
の
と
す
る
。

２

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
理
し
た
と
き
は
、
届
出
が
あ
っ
た
事
項
を
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
登
録

簿
に
登
録
す
る
も
の
と
す
る
。

３

第
五
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
（
第
四
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に
係
る
登
録
に
限
る
。

）
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
廃
業
等
の
届
出
）

第
十
一
条

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
が
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
と
き
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
者

は
、
そ
の
日
（
第
一
号
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
事
実
を
知
っ
た
日
）
か
ら
三
十
日
以
内
に
、
別
記
様
式
第
五
号
に
よ
り

、
そ
の
旨
を
国
土
交
通
大
臣
に
届
け
出
る
も
の
と
す
る
。

一

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
で
あ
る
個
人
が
死
亡
し
た
場
合

相
続
人

二

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
で
あ
る
法
人
が
合
併
に
よ
り
消
滅
し
た
場
合

そ
の
法
人
を
代
表
す
る
役
員
で
あ
っ
た
者

三

破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
場
合

破
産
管
財
人

四

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
で
あ
る
法
人
が
合
併
及
び
破
産
手
続
開
始
の
決
定
以
外
の
理
由
に
よ
り
解
散
し
た
場
合

清
算
人



（
業
務
改
善
に
関
す
る
勧
告
等
）

第
十
二
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
当
該
賃
貸
住
宅
管
理

業
者
に
対
し
、
そ
の
業
務
の
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る
た
め
必
要
な
指
導
、
助
言
及
び
勧
告
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

こ
の
規
程
に
違
反
し
た
と
き
。

二

業
務
に
関
し
賃
借
人
等
に
損
害
を
与
え
た
と
き
、
又
は
損
害
を
与
え
る
お
そ
れ
が
大
で
あ
る
と
き
。

三

業
務
に
関
し
公
正
を
害
す
る
行
為
を
し
た
と
き
、
又
は
公
正
を
害
す
る
お
そ
れ
が
大
で
あ
る
と
き
。

四

業
務
に
関
し
他
の
法
令
に
違
反
し
、
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
と
し
て
不
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

五

前
四
号
に
掲
げ
る
場
合
の
ほ
か
、
業
務
に
関
し
不
正
又
は
著
し
く
不
当
な
行
為
を
し
た
と
き
。

２

国
土
交
通
大
臣
は
、
賃
貸
住
宅
管
理
業
の
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
賃
貸
住
宅
管
理
業

者
に
対
し
、
そ
の
業
務
に
関
し
報
告
又
は
資
料
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
導
、
助
言
又
は
勧
告
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
旨
を
公
表
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

（
登
録
の
抹
消
等
）



第
十
三
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
第
三
条
第
一
項
の
登

録
を
抹
消
す
る
も
の
と
す
る
。

一

第
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
あ
っ
た
と
き
。

二

前
号
の
届
出
が
な
く
て
第
十
一
条
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
実
が
判
明
し
た
と
き
。

三

登
録
の
有
効
期
間
満
了
の
際
、
登
録
の
更
新
の
申
請
が
な
か
っ
た
と
き
。

四

不
正
の
手
段
に
よ
り
登
録
を
受
け
た
こ
と
が
判
明
し
た
と
き
。

五

第
六
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
。

六

正
当
な
理
由
が
な
く
て
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
又
は
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
怠
っ
た
と
き
。

七

第
九
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
に
記
載
す
べ
き
重
要
な
事
項
に
つ
い
て
虚
偽
の
記
載
が
あ
る
こ
と
が
判
明
し
た
と
き
。

八

前
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
情
状
が
特
に
重
い
と
き
、
又
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
勧
告
に
従
わ
な
か
っ
た

と
き
。

九

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
か
ら
、
別
記
様
式
第
六
号
に
よ
り
、
登
録
の
抹
消
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
申
請

を
相
当
と
認
め
る
と
き
。



２

第
六
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
を
抹
消
し
た
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
所
在
不
明
者
等
の
登
録
の
抹
消
）

第
十
四
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
そ
の
登
録
を
受
け
た
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
の
事
務
所
の
所
在
地
又
は
当
該
賃
貸
住
宅
管
理
業

者
の
所
在
（
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
役
員
の
所
在
）
を
確
知
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
事
実
を
公
告

し
、
そ
の
公
告
の
日
か
ら
三
十
日
を
経
過
し
て
も
当
該
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
か
ら
申
出
が
な
い
と
き
は
、
当
該
賃
貸
住
宅
管

理
業
者
の
登
録
を
抹
消
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
登
録
の
抹
消
の
公
告
）

第
十
五
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
が
第
十
三
条
第
一
項
第
四
号
か
ら
第
八
号
ま
で
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に

該
当
し
た
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
登
録
を
抹
消
し
た
と
き
は
、
そ
の
旨
を
公
告
す
る
も
の
と
す
る
。

（
登
録
簿
等
の
閲
覧
）

第
十
六
条

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
五
条
の
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
登
録
簿
及
び
第
九
条
の
報
告
に
係
る
書
面
又
は
こ
れ
ら
の
写

し
を
一
般
の
閲
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

（
業
務
処
理
準
則
）



第
十
七
条

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
は
、
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
賃
貸
住
宅
管
理
業
務
処
理
準
則
を
遵
守
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

（
権
限
の
委
任
）

第
十
八
条

こ
の
規
程
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
の
権
限
（
前
条
に
規
定
す
る
権
限
を
除
く
。
）
は
、
賃
貸
住
宅
管
理
業
者

又
は
第
三
条
第
一
項
の
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
の
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
地
方
整
備
局
長
及

び
北
海
道
開
発
局
長
に
委
任
す
る
。
た
だ
し
、
第
十
二
条
に
掲
げ
る
権
限
に
つ
い
て
は
、
国
土
交
通
大
臣
が
自
ら
行
う
こ
と

を
妨
げ
な
い
。

２

第
十
二
条
に
掲
げ
る
権
限
で
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
の
支
店
又
は
従
た
る
事
務
所
に
関
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
前
項
に
規

定
す
る
地
方
整
備
局
長
及
び
北
海
道
開
発
局
長
の
ほ
か
、
当
該
支
店
又
は
従
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
地
方
整
備

局
長
及
び
北
海
道
開
発
局
長
も
当
該
権
限
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
八
年
九
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。



（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
告
示
の
施
行
の
際
現
に
こ
の
告
示
に
よ
る
改
正
前
の
賃
貸
住
宅
管
理
業
者
登
録
規
程
第
三
条
第
一
項
の
登
録
を

受
け
て
い
る
者
に
つ
い
て
は
、
平
成
三
十
年
六
月
三
十
日
ま
で
の
間
は
、
こ
の
告
示
に
よ
る
改
正
後
の
賃
貸
住
宅
管
理
業
者

登
録
規
程
（
以
下
「
新
規
程
」
と
い
う
。
）
第
七
条
の
規
定
は
適
用
せ
ず
、
国
土
交
通
大
臣
は
、
同
条
の
要
件
を
欠
く
こ
と

を
も
っ
て
新
規
程
第
十
三
条
の
登
録
を
抹
消
し
な
い
。
た
だ
し
、
新
規
程
第
四
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
（
以
下
「

実
務
経
験
者
等
配
置
状
況
」
と
い
う
。
）
に
関
し
、
新
規
程
第
十
条
の
規
定
に
基
づ
き
変
更
の
届
出
を
し
、
登
録
さ
れ
た
者

に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

２

新
規
程
の
施
行
の
日
か
ら
平
成
三
十
年
六
月
三
十
日
ま
で
に
、
新
規
程
第
四
条
第
一
項
の
登
録
又
は
第
二
項
の
登
録
の
更

新
の
申
請
を
行
う
者
に
つ
い
て
は
、
平
成
三
十
年
六
月
三
十
日
ま
で
の
間
は
、
新
規
程
第
四
条
第
一
項
第
五
号
及
び
第
三
項

第
八
号
、
第
六
条
第
一
項
第
十
二
号
並
び
に
第
七
条
の
規
定
は
適
用
し
な
い
。
た
だ
し
、
実
務
経
験
者
等
配
置
状
況
を
記
載

し
た
別
記
様
式
第
一
号
に
よ
る
登
録
申
請
書
を
提
出
し
、
登
録
を
受
け
た
者
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

３

前
項
本
文
の
規
定
に
基
づ
き
、
新
規
程
第
四
条
第
一
項
の
登
録
又
は
第
二
項
の
登
録
の
更
新
の
申
請
を
し
た
者
（
当
該
申

請
に
よ
り
、
新
規
程
第
三
条
第
一
項
の
登
録
若
し
く
は
第
三
項
の
登
録
の
更
新
を
受
け
た
者
又
は
当
該
登
録
若
し
く
は
登
録



の
更
新
を
ま
だ
受
け
て
い
な
い
者
を
含
む
。
）
に
つ
い
て
は
、
平
成
三
十
年
七
月
三
十
日
ま
で
に
、
新
規
程
第
十
条
の
規
定

に
基
づ
き
、
実
務
経
験
者
等
配
置
状
況
に
つ
い
て
変
更
の
届
出
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

前
項
の
変
更
の
届
出
が
な
い
者
に
つ
い
て
は
、
附
則
第
二
条
第
二
項
本
文
の
規
定
に
基
づ
く
申
請
に
よ
り
既
に
さ
れ
た
登

録
又
は
登
録
の
更
新
に
つ
い
て
は
抹
消
さ
れ
、
同
項
本
文
の
規
定
に
基
づ
き
申
請
し
て
い
る
登
録
又
は
登
録
の
更
新
に
つ
い

て
は
、
登
録
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
。



兼
業
コ
ー
ド

（第四条関係） （Ａ４）別記様式第一号

登 録 申 請 書
（第一面）

賃貸住宅管理業者登録規程第４条第１項の規定により、賃貸住宅管理業者の登録の

申請をします。この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

年 月 日

地方整備局長

北海道開発局長

申請者 商 号 又 は 名 称

郵便番号 （ ）

主たる事務所の

所 在 地

,氏 名

（法人にあっては、代表者の氏名）

電 話 番 号（ ） －

ファクシミリ番号（ ） －

受付番号 受付年月日 申請時の登録番号

（ ）

（有効期間： 年 月 日～ 年 月 日）

登録の 国土交通大臣登録（ ）第 号

種 類 年 月 日

1.新規 2.更新 年 月 日から

年 月 日まで

項番 ◎商号又は名称

11

確認欄

◎代表者又は個人に関する事項

12

確認欄

◎賃貸住宅管理業以外に行っている事業がある場合にはその種類

13

確認欄

法人・個人の別

1.法人
2.個人

* *

*

* 登録年月日

* 有 効 期 間

* 登 録 番 号

商号又は

名称

フ リ ガ ナ

*

氏 名

生 年 月 日

役名コード

フ リ ガ ナ

年 日月

殿

*

法人番号



所
属
団
体
コ
ー
ド

億 千万 百万 十万 万 千

◎既に有している免許又は登録

14

確認欄

◎所属している不動産業関係業界団体がある場合には ◎資本金（千円）

その名称

（加入： 年 月 日）

（加入： 年 月 日）

（加入： 年 月 日）

（加入： 年 月 日）

（加入： 年 月 日）

免許等の番号

マンションの管理の適正化の推進

に関する法律第44条第１項の登録

免許等の年月日業の種類

*

宅地建物取引業法第３条第１項の

免許



（第二面）

受付番号 申請時の登録番号

（ ）

項番 ◎役員に関する事項（法人の場合）

21 役 名 コ － ド

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

21 役 名 コ － ド

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

21 役 名 コ － ド

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

21 役 名 コ － ド

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

21 役 名 コ － ド

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

*

*

*

*

*

*



（第三面）

受付番号 申請時の登録番号

（ ）

項番

事務所コ－ド30 事 務 所 の 別 1.主たる事務所 2.従たる事務所

事 務 所 の 名 称

◎事務所に関する事項

31 郵 便 番 号

電 話 番 号 確認欄

従事する者の数

◎使用人に関する事項

32 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

◎事務所ごとに置く第７条に規定する者に関する事項

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

*

*

所 在 地

*

*

*

*

*

*

*



（第四面）

受付番号 申請時の登録番号

（ ）

項番

事務所コ－ド30 事 務 所 の 名 称

◎事務所ごとに置く第７条に規定する者に関する事項（続き）

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

33 フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*



備考

１ 各面共通事項

① 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「申請時の登録番号」の欄は、更新の場合にのみ記入すること。

③ 法人番号は法人の場合にのみ記入すること。

④ 「役名コード」の欄には、下表により該当する役名のコードを記入すること。

ア 個人の場合には記入しないこと。

イ 代表取締役が複数存在するときには、そのすべての者について「01」を記入すること。

ウ 農業協同組合法等に基づく代表理事の場合には、「01」を記入すること。

01 代表取締役 04 代表社員 08 監事 15 会計参与

(株式会社） （持分会社） （株式会社）

02 取締役 05 社員 13 代表執行役 09 その他

（株式会社） （持分会社） （株式会社）

03 監査役 07 理事 14 執行役

（株式会社） （株式会社）

⑤ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点

及び半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入する

こと。

⑥ 「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、□に数字を記

入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

⑦ 「所在地」の欄は、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで

記入すること。

（記入例） 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

⑧ 申請者が未成年者である場合には、法定代理人の同意書を添付すること。

２ 第一面関係

① 「登録の種類」の欄は、該当する番号を記入すること。

② 商号又は名称の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点は

１文字として扱うこと。また、「商号又は名称」も、上段から左詰めで記入すること。

③ 「法人・個人の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

④ 代表者又は個人に関する事項について、法人の場合で代表者が複数存在するときには、申請者である代

表者について記入し、その他の者については、第二面の役員に関する事項の欄に記入すること。

例えば、株式会社の場合で代表取締役が複数存在するときには、申請者である代表取締役について記入

し、その他の者については、第二面の役員に関する事項の欄に記入すること（第二面であっても代表取締役

の役名コードは「01」を記入すること。）。

⑤ 「兼業コード」の欄は、下表より該当する事業のコードを記入すること。なお、賃貸住宅管理業以外に

行っている事業がない場合には「５０」を記入すること。

01 農業、林業 05 製造業 09 卸売、小売業 16 その他

02 漁業 06 電気・ガス・熱供 10 金融業、保険業

給・水道業

03 鉱業、採石業、 07 情報通信業 11 不動産取引業

砂利採取業 12 不動産賃貸業

13 不動産管理業



14 リース業

04 建設業 08 運輸、郵便業 15 サービス業

⑥ 「所属団体コード」の欄は、下表より該当する所属団体のコードを記入すること。なお、所属している

不動産業関係業界団体がない場合には「５０」を記入すること。

01 （一社）マンション管理業協会 07 （一社）不動産協会

02 （公社）全国宅地建物取引業協会連合会の 08 （一社）不動産流通経営協会

会員である各協会

03 （公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会 09 その他

04 （公社）全日本不動産協会

05 （一社）全国住宅産業協会

06 （公財）日本賃貸住宅管理協会

⑦ 「資本金」の欄は、法人の場合にのみ右詰めで記入すること。

３ 第二面関係

① 第二面は、申請者が法人の場合にのみ記入すること。

② 役員に関する事項の欄は、第一面で代表者として記入した者については記入しないこと。

③ 第二面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付すること。

４ 第三面関係

① 第三面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

② 「事務所の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

③ 「電話番号」の欄は、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、左詰めで記入す

ること。

（記入例） ０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １

④ 「従事する者の数」の欄は、右詰めで記入すること。この場合に、「従事する者」には、営業に従事す

る者のみならず、賃貸住宅管理業の一般管理部門に所属する者や補助的な事務に従事する者も含めること。

また、申請者が個人である場合において、その家族が賃貸住宅管理業に従事し、又は従事しようとして

いるときは、その者についても記入すること。

５ 第四面関係

① 「事務所ごとに置く第７条に規定する者に関する事項（続き）」の欄は、第三面に記載しきれない場合

に使用することとし、第三面の次に添付すること。

② 第四面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

③ 第四面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付すること。



年 月 日から
年 月 日まで

（第八条関係）別記様式第二号

標 識

賃 貸 住 宅 管 理 業 者 票

登 録 番 号 国土交通大臣（ ）第 号

登 録 有 効 期 間

上
以

㎝商 号 又 は 名 称

０
３

代 表 者 氏 名

主たる事務所の所在地
電話番号 （ ）

３５㎝以上



（第九条関係） （Ａ４）別記様式第三号

業 務 等 状 況 報 告 書

賃貸住宅管理業者登録規程第９条の規定により、次のとおり報告します。

年 月 日

地方整備局長
北海道開発局長

報告者 住 所
商号又は名称

,氏 名

受付番号 受付年月日 報告時の登録番号

（ ）

１ 業務の状況

人（うち 人 ）

確 認 欄

* *

殿

受 託 契 約 件 数

受 託 戸 数

基 幹 事 務 の 受 託 実 績

管 理 受 託 の 管 理 実 績 転 貸 借 の 管 理 実 績

原 契 約 件 数

原 契 約 戸 数

家 賃 等 受 領 事 務

契 約 更 新 事 務

契 約 終 了 事 務

受託契約金額（千円）

年 月 日から 年 月 日までの１年間
報告基準日 年 月 日

期 間

従 事 従 業 者 数

そ の 他 報 告 事 項

*

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

（うち第７条に規定する者

（実務経験者等）の数）

件

戸

千円

件

戸



２ 財産の分別管理等の状況

・賃貸人ごとに受領家賃等を信託管理

・賃貸人ごとに家賃等受領口座を区分

・自社集金口座において、賃貸人ごとに勘定を区分

・会計ソフトウェアを用いて賃貸人ごとに区分管理

・月締めで賃貸人に受領家賃等を送金

・家賃等の受領事務なし

・その他（ ）

・賃貸人ごとに敷金を信託管理

・賃貸人ごとに敷金管理口座を区分

・自社管理口座において、賃貸人ごとに勘定を区分

・会計ソフトウェアを用いて賃貸人ごとに区分管理

・敷金の受領事務なし

・その他（ ）

・第三者機関の預り金保証制度により敷金の保全
確 認 欄・家賃等及び敷金の受領事務なし

・その他（ ）

備考
① 届出者は、＊印の欄には記入しないこと。
② 基幹事務の受託実績には、有無のいずれかに○を記入すること。
③ 財産の分別管理等の状況は、該当する選択肢の全てに○を記入し、「その他」については具体
的状況を記述すること。

受 領 し た 家 賃 等

の 分 別 管 理 の 状 況

受 領 し た 敷 金 の

分 別 管 理 の 状 況

そ の 他 保 全 措 置 等

*



（第十条関係） （Ａ４）別記様式第四号

賃貸住宅管理業者登録簿登録事項変更届出書
（第一面）

下記のとおり、賃貸住宅管理業者登録簿の登載事項のうち、

(1)商号又は名称 (2)代表者又は個人 (3)役員 (4)事務所 (5)使用人 (6)事務所ごとに置かれる

第７条に規定する者に関する事項 (7)他に行っている事業 (8)宅地建物取引業の免許若しくはマンショ

ン管理業の登録の有無又は当該免許若しくは登録の番号

について変更がありましたので、賃貸住宅管理業者登録規程第１０条第１項の規定により届け出ます。

年 月 日

地方整備局長

北海道開発局長

届出者 商 号 又 は 名 称

郵便番号 （ ）

主たる事務所の

所 在 地

,氏 名

（法人にあっては、代表者の氏名）

電 話 番 号（ ） －

ファクシミリ番号（ ） －

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（ ）

項番 ◎商号又は名称

11 変 更 年 月 日 年 月 日

確認欄

◎代表者又は個人に関する事項 変更区分

12 変 更 年 月 日 年 月 日 1.就退任

役 名 コ － ド 2.氏 名

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

役名コ－ド

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

フ リ ガ ナ

変
更
前

変

更

後

*

変

更

前

フ リ ガ ナ

* *

商号又は名称

殿

*

商 号 又 は 名 称

変

更

後

法 人 番 号



◎賃貸住宅管理業以外に行っている事業がある場合にはその種類

13 変 更 年 月 日 年 月 日

変更年月日 年 月 日

確認欄

◎既に有している免許又は登録

14 変 更 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

確認欄

変

更

前

変

更

後

*

宅地建物取引業法第３条第１項の

免許

マンションの管理の適正化の推進

に関する法律第44条第１項の登録

業 の 種 類変

更

後

免許等の番号 免許等の年月日

変

更

前

業 の 種 類

宅地建物取引業法第３条第１項の

免許

マンションの管理の適正化の推進

に関する法律第44条第１項の登録

免許等の番号 免許等の年月日

*

兼
業
コ
ー
ド

兼
業
コ
ー
ド



（第二面）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（ ）

項番 ◎役員に関する事項（法人の場合） 変更区分

21 変 更 年 月 日 年 月 日 1.就退任

役 名 コ － ド 2.氏 名

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

役名コ－ド

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

変更区分

21 変 更 年 月 日 年 月 日 1.就退任

役 名 コ ー ド 2.氏 名

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

役名コード

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日 年 月 日

変

更

後

*

* *

変

更

後

*

変

更

前

変

更

前



（第三面）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（ ）

項番

30 事 務 所 の 別 1.主たる事務所 2.従たる事務所 事務所コ－ド

変更区分

◎事務所に関する事項 1.新設・廃止

31 変 更 年 月 日 年 月 日 2.名称・所在地

事 務 所 の 別 1.主たる事務所 2.従たる事務所 事務所コード

事務所の名称

郵 便 番 号

電 話 番 号

従事する者の数

変 更 年 月 日 年 月 日

確認欄

変更区分

◎使用人に関する事項 1.就退任

32 変 更 年 月 日 年 月 日 2.氏 名

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

フリガナ

氏 名 確認欄

生年月日 年 月 日

*

*

所 在 地

事 務 所 の 名 称

変

更

後

変
更
前

事務所の名称

所 在 地 *

* *

*

変

更

後

変

更

前



（第四面）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（ ）

項番

30 事 務 所 の 別 1.主たる事務所 2.従たる事務所 事務所コ－ド

変更区分

◎事務所ごとに置かれる第７条に規定する者に関する事項 1.就退任

33 変 更 年 月 日 年 月 日 2.氏 名

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

フリガナ

氏 名 確認欄

生年月日 年 月 日

変更区分

1.就退任

33 変 更 年 月 日 年 月 日 2.氏 名

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日 年 月 日

変 更 年 月 日 年 月 日

フリガナ

氏 名 確認欄

生年月日 年 月 日

*

変

更

後

変

更

前

*

事 務 所 の 名 称

* *

*

変

更

後

変

更

前



備考

１ 各面共通事項

① 届出者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「変更年月日」及び「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、

□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

③ 法人番号は法人の場合にのみ記入すること。

④ 「役名コード」の欄は、下表により該当する役名のコードを記入すること。

ア 個人の場合には記入しないこと。

イ 代表取締役が複数存在するときには、そのすべての者について「01」を記入すること。

ウ 農業協同組合法等に基づく代表理事の場合には、「01」を記入すること。

01 代表取締役 04 代表社員 08 監事 15 会計参与

（株式会社） （持分会社） （株式会社）

02 取締役 05 社員 13 代表執行役 09 その他

（株式会社） （持分会社） （株式会社）

03 監査役 07 理事 14 執行役

（株式会社） （株式会社）

⑤ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及び

半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入すること。

⑥ 「所在地」の欄は、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入

すること。

（記入例） 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

２ 第一面関係

① (1)から(6)までの事項については、該当するものの番号を○で囲むこと。

② 商号又は名称の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点は１文

字として扱うこと。また、「商号、名称又は氏名」の欄も、上段から左詰めで記入すること。

③ 項番12の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより作成すること。

ア 代表者に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 代表者の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

④ 「兼業コード」の欄は、下表より該当する事業のコードを記入すること。なお、賃貸住宅管理業以外に行っ

ている事業がない場合には「５０」を記入すること。

01 農業、林業 05 製造業 09 卸売、小売業 16 その他

02 漁業 06 電気・ガス・熱供 10 金融業、保険業

給・水道業

03 鉱業、採石業、 07 情報通信業 11 不動産取引業

砂利採取業 12 不動産賃貸業

13 不動産管理業

14 リース業

04 建設業 08 運輸、郵便業 15 サービス業



３ 第二面関係

項番21の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定めるところにより作成すること。

ア 代表者以外の役員に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 代表者以外の役員に新たな者を追加した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

ウ 代表者以外の役員を削減した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

エ 代表者以外の役員の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

４ 第三面関係

① 第三面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

② 「事務所の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

③ 項番30の「事務所の別」及び「事務所の名称」の欄は、その変更の有無にかかわらず、変更前の「事務所の

別」及び「事務所の名称」を記入すること。ただし、事務所を新設した場合は、当該事務所の「事務所の別」及

び「事務所の名称」を記入すること。

④ 項番31の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより作成すること。

ア 事務所を新設した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

イ 事務所を廃止した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

ウ 事務所の名称又は所在地に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

⑤ 「電話番号」の欄は、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、左詰めで記入するこ

と。

（記入例） ０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １

⑥ 「従事する者の数」の欄は、右詰めで記入すること。

⑦ 項番32の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより、項番30の事務所ごとに作成す

ること。

ア 使用人に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 事務所の新設に伴い、使用人を就任させた場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

ウ 事務所の廃止に伴い、使用人を退任させた場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

エ 使用人の氏名に変更があつた場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

５ 第四面関係

① 第四面は、項番30の事務所ごとに作成すること。

② 「事務所の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

③ 項番30の「事務所の別」及び「事務所の名称」の欄は、その変更の有無にかかわらず、変更前の「事務所の

別」及び「事務所の名称」を記入すること。ただし、事務所を新設した場合は、当該事務所の「事務所の別」及

び「事務所の名称」を記入すること。

④ 項番33の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより、項番30の事務所ごとに作成す



ること。

ア 事務所ごとに置かれる第７条に規定する者に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 事務所ごとに置かれる第７条に規定する者に新たな者を追加した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

ウ 事務所ごとに置かれる第７条に規定する者を削減した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

エ 事務所ごとに置かれる第７条に規定する者の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。



（第十一条関係） （Ａ４）別記様式第五号

廃 業 等 届 出 書

賃貸住宅管理業者登録規程第11条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。

年 月 日

地方整備局長
北海道開発局長

届出者 住 所

,氏 名

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（ ）

1.死亡 2.合併による消滅 3.破産手続開始の決定
届 出 の 理 由

4.解散

商 号 又 は 名 称

氏 名
（法人にあっては、
代 表 者 の 氏 名 ）

主たる事務所の所在地

届出事由の生じた日

確 認 欄

1.相続人 2.元代表役員 3.破産管財人 4.精算人

備考
① 届出者は、＊印の欄には記入しないこと。
② 「届出の理由」及び「賃貸住宅管理業者と届出人との関係」欄は、該当するものの番号を○
で囲むこと。

③ 死亡の場合にあっては、「届出事由の生じた日」の欄に死亡の事実を知った日を付記するこ
と。

*

賃 貸 住 宅 管 理 業 者 と
届 出 人 と の 関 係

* *

殿



（第十三条関係） （Ａ４）別記様式第六号

登 録 抹 消 申 請 書

賃貸住宅管理業者登録規程第13条第１項第9号の規定により、下記のとおり申請します。

年 月 日

地方整備局長
北海道開発局長

申請者 住 所

,氏 名

受付番号 受付年月日 申請時の登録番号

（ ）

届 出 の 理 由

商 号 又 は 名 称

氏 名
（法人にあっては、
代 表 者 の 氏 名 ）

主たる事務所の所在地

申請事由の生じた日

確 認 欄

備考
申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

*

賃 貸 住 宅 管 理 業 者 と

申 請 人 と の 関 係

* *

殿


